


































イアン (Brian, 2009) が指摘するように, 技
術の進化にともない経済構造や仕組みも変貌を




2011 年 10 月 31 日, 世界人口は 70 億人を突
破した｡ 国連の予測では, 2083 年ごろに 100
億人を超えるとされている6｡ 約 20 万年前に人
間 (ホモ・サピエンス) が地球上にあらわれ,
1800 年ごろに人口 10 億人の大台を突破し,
130 年かけて 20 億人に増加したのに比し,
1999 年の 60 億人からわずか 12 年で 70 億へと
爆発的に増加している7｡ 人が生きていくため
には, 水, 食糧, エネルギー, 移動手段は欠か
せない｡ 世界人口が 90 億人に達するとされる
2050 年には, 3 倍のエネルギーが必要とされて
いる｡
技術の地殻変動と生産機能再編に関する一考察
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機 ｢のぞみ｣ が 1998 年に鹿児島・内之浦から
打ち上げられるなど, 火星にまで探査する時代
へと進歩した8｡
2011 年 12 月 12 日には, 三菱重工業と
JAXA (宇宙航空研究開発機構) により, H2A
ロケット 20 号機が種子島宇宙センターから打
ち上げに成功した｡ 欧米製の打ち上げ回数が
200 回以上に比し, 日本は 20 機中 19 機と, 10
分の 1 とはいえ, 信頼性の目安となる成功率
95％を達成し, 米 ｢デルタ｣, 欧 ｢アリアン｣
等の世界の有力ロケット勢と肩を並べる9, 10, 11, 12｡
2012 年 5 月には, 初の海外案件である韓国の
衛星打ち上げにも成功した｡
スペースシャトルが退役し, NASA (米航
空宇宙局) が担ってきた ISS (国際宇宙ステー
ション) への宇宙船やロケットなどの開発にお
いて, スペース X, ブルージーン, シエラネ
バダなどのベンチャーが活躍している｡ 2012
年 5 月, スペースXの民間宇宙船 ｢ドラゴン｣






ぶ｡ 筆者は, 2011 年 3 月, 開業したばかりの
新幹線 ｢はやぶさ｣ に乗り, 日本が誇る世界最
先端技術による快適性や速さを実感しながら東
北へと向かい, 研究中に 3 月 11 日の自然界の
猛威に遭遇した｡ 2001 年 9 月 11 日にはニュー
ヨーク・マンハッタンで研究中であった｡ 311
の際には陸路を失い, 空路へと切り替えた｡































図表 1では, どのような機能がアジア (中国,
韓国・台湾, ASEAN) に有するかを示してい
る｡ ｢組立工程｣ では, 中国 96.2, 韓国・台湾
96.6 と極めて高く, ASEAN においても 87.0
と, アジア地域で 9割前後の重要な役割を果た
している｡ ｢汎用品生産｣ では, いずれの地域
においても 100 を超え, 日本における拠点と同
等以上の役割を担っていることがうかがえる｡
どちらかといえば技術が成熟し工程が安定して
いる労働集約的な ｢汎用品生産｣ や ｢組立工程｣
において, 日本国内と遜色なくあるいは日本拠
点以上の割合となっている｡ 競争優位性に関わ
る ｢中核部素材生産工程｣ においても, 中国
53.2, 韓国・台湾 82.5, ASEAN 67.3 と高率を
論 文
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示し, いずれにおいても過半数を超える回答と
















業の成長を示している｡ ASEAN では 34.1％






高まっている｣ との回答が, 韓国で 51.6％,
中国で 36.1％, 加えて ｢ローカルメーカーの
部素材の価格競争力が高まっている｣ と答えた
































































































































CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 22 No. 1・288
図表 3 工場閉鎖・売却が止まらない日本の家電業界
会社名 (グループ会社含む) 製造品 所在地 従業員数 内容
シャープ 液晶パネル 大阪府堺市 1600 人 工場売却検討
三重県亀山市 ― 一部売却検討
パナソニック プラズマディスプレイ 兵庫県尼崎市 2000 人 2 工場を閉鎖
液晶ディスプレイ 千葉茂原市 1500 人 工場売却
リチウムイオン電池 大阪府貝塚市 350 人 工場閉鎖
半導体 鹿児島県日置市 600 人 工場閉鎖検討
ソニー テレビ 愛知県一宮市 1000 人 工場閉鎖検討
電子機器 千葉県香取市 700 人 工場閉鎖
岩手県一関市 750 人 工場閉鎖
静岡県浜松市 650 人 工場閉鎖
東芝 半導体 福岡県北九州市 530 人 工場閉鎖
静岡県御前崎市 100 人 工場閉鎖
千葉県茂原市 570 人 工場閉鎖




液晶ディスプレイ 兵庫県姫路市 400 人 工場閉鎖
富士通 半導体 三重県桑名市 1400 人 工場売却検討
岩手県金ヶ崎町 530 人 工場売却
ルネサス 半導体 山形県鶴岡市 1250 人 売却検討
山口県宇部市 1270 人 売却検討
出所：『Wedge』 2012 年 10 月号｡
2013 年 3 月末に閉鎖されると発表された15, 16｡
ソニーのデジタルカメラと携帯電話事業をてが














能は, ｢汎用品生産｣ 1.9％, ｢汎用部素材生産
工程｣ 11.3％, ｢組立工程｣ 15.1％, と低い回
答のいっぽうで, ｢先端品生産｣ 24.5％と, 高
度技術を有する部門に重点を置いていることが
うかがえる｡ ｢生産技術改善｣ 30.2％, ｢試作品
製作｣ 24.5％, ｢製品企画・設計｣ 24.5％, 等



















正社員の ｢増加｣ 17.6％, ｢減少｣ 23.4％と,
減少との回答が増加を上回っている｡ いっぽう
で, 研究開発・試作部門においては, 正社員の
｢増加｣ 25.5％, ｢減少｣ 8.6％と回答し, 生産

























































































































































スパコン ｢京｣ が, 2012 年 9 月 28 日より共
用開始された20, 21, 22｡ ｢京｣ は 1 秒間に 1 京回
(1016回) を超える計算処理能力をもつ23｡ 科学
技術の進歩は, いっぽうでスパコン ｢京｣ の
1016に象徴される巨大複雑化, 他方でナノレベ














































2012 年 11 月開催の第 26 回日本国際工作機
械見本市 (JIMTOF2012) では, 多軸・複合
加工機の最新製品により多様な加工技術が提案
されている27, 28, 29, 30｡ 複雑な多面形状の部品加工

















数は, 約 600～1000 点といわれているが, 一部
の機種で, 組み上げ, 梱包するまでの作業を無
































産自動化システムを開発し, 2012 年 4 月より





































ドロシー (Dorothy Leonard-Barton 1995)
は, 企業にとっての競争優位をつくりだすコア・
ケイパビリティ (core capability) による知識
を生み出す活動が, 逆に知識の流れを妨げるコ























































図表 6 のように, 2006 年から 2011 年の 5 年
間で, 国際特許出願 (PCT) 件数ランキング
は激変した39｡ 2011 年国際特許出願状況は, 出
願総数 181,900 件, 10.7％増となった｡
2006 年には, 1 位 ｢フィリップス｣, 2 位
｢松下電器産業｣, 3 位 ｢シーメンス｣, 4 位 ｢ノ
キア｣, と続いたが, 2011 年には, 1位 ｢ZTE｣,
3 位 ｢華為技術｣, と中国企業 2 社がトップ 3
に入った｡ 8 位 ｢LG エレクトロニクス｣ と韓
国企業もランクインし中国や韓国の企業が躍進
している｡ 米国企業では, 2006 年には 6 位 ｢3
M｣, 9 位 ｢インテル｣, 10 位 ｢モトローラ｣ の
存在から 2011 年には 6 位 ｢クアルコム｣ のみ
へと交代している｡
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図表 6 2011 年の国際特許出願 (PCT) 件数ランキング
2006 年の国際特許出願件数ランキング 2011 年の国際特許出願件数ランキング
出願人名 国籍 件数 出願人名 国籍 件数
1 フィリプス NL 2495 1 ZTE CN 2826
2 松下電器産業 JP 2344 2 パナソニック JP 2463
3 シーメンス DE 1480 3 華為技術 CN 1831
4 ノキア FI 1036 4 シャープ JP 1755
5 ボシュ DE 962 5 ボシュ DE 1518
6 3M US 727 6 クアルコム US 1494
7 BASF DE 714 7 トヨタ自動車 JP 1417
8 トヨタ自動車 JP 704 8 LGエレクトロニクス KR 1336
9 インテル US 690 9 フィリップス NL 1148
10 モトローラ US 637 10 エリクソン SE 1116












図表 8 は, 2010 年における主なメーカーの
太陽電池生産量である｡ 2005 年には日本勢が
優勢であったのに比し, 2010 年には, 中国や
台湾における新興企業が名を連ねている｡ 太陽
光発電モジュールの日本企業シェアは, 2005
年時点においては, シャープ, 京セラ, 三洋電
機, 三菱電機, カネカ等, 5 割以上のシェアを
確保していたにも関わらず42, 2010 年には 1 割
程度まで下落した｡ かわって, サンテックパワー,
JA ソーラー, インリーソーラー, トリナソー
ラー等, 中国における新興企業の躍進が著しい｡
パナソニックは, 世界最高効率を誇る性能の
太陽電池 ｢次世代Hit｣ の商品化を見送り, 当
面開発のみに絞るという43, 44｡ 加えて, マレー








再編が進んでいる｡ 世界トップ 25 企業に入る
中国プレーヤーのシェア (会社数) は, 2010
年には, 32.1％ (11/25 社), 日本企業が 11.8％
(4/25社) と激変している｡ 中国や台湾メーカー
の追随の勢いにより, 2011 年初に 1 ワット当
たり約 1.6 ドル (モジュールベース) であった
市場価格が, 2011 年 11 月には, 0.99 ドルへと,
わずか 1 年弱で 40％下落し販売競争が激化し
ている45｡
デジタルカメラや薄型テレビなどのデジタル
家電の価格が, 2012 年 3 月発売開始から半年
間で多くの機種において 50％前後下落してい
るという46｡ デジタルカメラで 3 月発売の 103
機種の価格が平均 47％, パソコンは 3 月発売
の 68 機種の価格が平均 51％, 5 年前では同期
間で 10～30％で, 下落していくスピードが加
速している｡ テレビが 1インチ 1万円から 1イ
論 文
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図表 8 主なメーカーの太陽電池生産量；2010 年
順位 社 名 国名 生産量(キロワット)
1 サンテックパワー 中 国 1,584,000
2 JAソーラー 中 国 1,464,000
3 ファーストソーラー 米 国 1,400,000
4 インリーソーラー 中 国 1,117,000
5 トリナソーラー 中 国 1,116,000
6 シャープ 日 本 1,109,000
7 Q セルズ ドイツ 939,000
8 ジンテック 台 湾 800,000
9 モテック 台 湾 715,000
10 京セラ 日 本 650,000
19 三洋電機 日 本 405,000
25 三菱電機 日 本 210,000
35 ソーラーフロンティア 日 本 74,000























が指摘されている｡ IT 革命の衝撃が, 当初は
だれも予測できなかったように, 通信と同じ革
命がエネルギー分野にも及ぶとする47｡ 携帯電
話の累計契約数は, 1989 年の 0.2％から, 2009
年には 87.8％へと, この 20 年間で日本の 9 割
にまで普及した｡ スマートフォン出荷台数は,
2008 年には 110 万台であったものが, 2011 年

































































出所：2012 年 9 月 6 日開催 Japan Renewable En-









上水 19.0 兆 19.8 兆 38.8 兆円
6.6 兆 10.6 兆 17.2 兆円
海水淡水 1.0 兆 3.4 兆 4.4 兆円
0.5 兆 0.7 兆 1.2 兆円
工業用水
工業下水
5.3 兆 0.4 兆 5.7 兆円
2.2 兆 0.2 兆 2.4 兆円
再利用水 2.1 兆 2.1 兆円
0.1 兆 0.1 兆円
下水 21.1 兆 14.4 兆 35.5 兆円
7.5 兆 7.8 兆 15.3 兆円
合計 48.5 兆 38.0 兆 86.5 兆円
16.9 兆 19.3 兆 36.2 兆円
上段；2025 年予測 下段；2007 年
出典：Global Water Market 2008 および 経済産業
省試算｡

















(アラブ首長国連邦) ・アブダビでは, 220 億
ドルを投じて, 2013 年までに, 砂漠だった区
域に 5 万人が居住し, 4 万人が通勤する合計 9
万人規模の新都市開発 ｢マスダール・シティ｣

























ム (BEMS) など, 日本の高性能な発電・送配
電・節電システムの輸出を計画する動きが増え
ている｡
図表 11 のように, 日本における宇宙産業は
ロケットや衛星宇宙基地等の宇宙機器産業だけ
であれば約 0.3 兆円とされている54, 55｡ 米国は
軍需・民需とも規模が大きく 4 兆 7000 億円,






図表 12 のように, 官民一体のオールジャパ
ン体制で高速鉄道の大型事業の輸出も推進され









両 130 両を受注し, 日本車両製造の米子会社で
生産し, 2015 年～18 年にかけて納入するとい
論 文


























図表 11 我が国の宇宙産業の規模 (2009 年度)
出所：日本航空宇宙工業会平成 22 年度宇宙産業デー
タブックを基に経産省作成




が, 追加発注分を合わせると, 総額約 12 億
5000 万ドルの受注規模まで拡大する可能性が
あるという58｡




























































置き換えも英政府より受注｡ 英大手ゼネコンと共同で, 新車両約 500 両の製造と 30 年間
の保守義務を請け負う｡ 事業規模 4000 億円～5000 億円｡ 英国に 15 年, 500 人規模の車輛
製造工場で組み立て｡ 車両保守・点検する基地も複数ヶ所新設予定
米国
全米で 11 の計画｡ カリフォルニア州の計画には, JR東日本が意欲｡
JR東海が狙っていたフロリダ州の計画は財政難で凍結｡
ベトナム ハノイ－ホーチミン間で, 新幹線方式を採用の方向だが, 計画に遅れも｡
インド 高速鉄道計画 6本中, 2 本の事前調査を日本勢が落札｡
インドネシア ジャカルタ－バンドン間で, 日本勢が事前調査を実施｡



























































た ｢リサーチアソシエイション (RA)｣ をモ
デルにして, 昭和 36 年に制度化を図った｡ こ
の技術研究組合は, 50 年の間に 227 創設され,
目標を達成して解散され, 現在活動中の組合数

















































































































































(Dorothy Leonard-Barton, 1995) の指摘する
｢コア・ケイパビリティ (core capability)｣ と
｢コア・リジディティ (core rigidity)｣ の概念,
畑村・吉川 (2012) の指摘する技術への自信と
幻想, 木村 (2009) が警鐘を鳴らす ｢匠の呪縛｣
の危険性, ブライアン (Brian, 2009) の言葉
で言い換えれば, 過去の成功によるロックイン
現象, クリステンセン (Christensen, 1997,
2003, 2009, 2011) は, ｢イノベーションのジレ
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